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時期 施策 主体 概要
2004年９月 学校運営協議会制度制定「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（第47条の６）
2012年12月 教育改革国民会議報告 (注１） 教育改革国民会議 新しいタイプの学校として，コミュニティ・スクールの設置の促進を提言．
2013年１月 21世紀教育新生プラン（レインボー・プラン）（注２） 文部科学省 新しいタイプの学校について検討することを決定．
2013年12月 規制改革の推進に関する第１次答申 総合規制改革会議 コミュニティ・スクール導入のための実践研究の推進を提言．




2014年11月 構造改革特区第２次提案 地方公共団体等 コミュニティ・スクールの制度化について提案．
2014年12月 規制改革の推進に関する第2次答申 総合規制改革会議 コミュニティ・スクール導入のための制度整備の推進を提言．






2015年６月 構造改革特区第3次提案 地方公共団体等 コミュニティ・スクールの制度化について提案．








2016年３月 第159回国会に地方教育行政の組織及び運営に関する法律（地教行法）改正案を提出 内閣 コミュニティ・スクールを設置可能とするため，法案を提出．



































































































































































































































































































































Lave, Jean, and Etienne Wenger, 1991, Situated Learning: Legitimate Peripheral Participation, 
Cambridge: Cambridge University Press.（＝佐伯胖訳（1993）『状況に埋め込まれた学習―
正統的周辺参加』産業図書）
【資料】
春日市教育委員会配布資料（2020）「令和２年度　第１回学校運営協議会　春日市のコミュニ
ティ・スクール―『共育』の基盤形成と協働のまちづくりを目指して―」
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【付記】
本研究は，文部科学省科学研究費基盤研究（C）（課題番号：JP17K04722）「ビジネス分野に
おける教育プログラムと職業能力のチューニングに関する研究」ならびに（課題番号：JP 
20K02986）「ビジネス分野における学修成果・職業コンピテンシーの汎用性と専門性に関する
日韓比較」（研究代表・江藤智佐子），基盤研究（A）（課題番号：JP19H00622）「第三段階に
おける往還的コンピテンシー形成と学位・資格枠組みの研究」（研究代表・吉本圭一）の助成
を受けた研究成果の一部である．
